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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高 （千円） － － 1,639,294 1,400,853 2,024,482

経常利益 （千円） － － 37,159 112,702 182,797

中間（当期）純利益 （千円） － － 19,583 62,609 104,748

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 552,175 125,000 140,000

発行済株式総数 （株） － － 28,615 22,618 22,768

純資産額 （千円） － － 1,335,237 381,651 507,013

総資産額 （千円） － － 1,946,605 643,524 926,970

１株当たり純資産額 （円） － － 46,662.14 16,873.79 22,268.67

１株当たり中間（当期）

純利益金額
（円） － － 845.04 2,850.55 4,607.77

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額

（円） － － 844.72 － －

１株当たり配当額 （円） － － － 415 690

自己資本比率 （％） － － 68.6 59.3 54.7

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － － △223,536 85,200 △13,219

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － － △273,731 △78,725 △50,599

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） － － 891,461 71,146 76,573

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高
（千円） － － 635,139 228,191 240,946

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

－

（－）

－

（－）

40

(20)

27

(4)

36

(12)

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．当社は第16期中より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載をしておりません。

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．第14期及び第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

５．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

６．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の各期間の平均雇用人員であります。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 40（20）

　（注）１．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含んでおります。）でありますが、派遣社員及び契約社員を

含んでおりません。

　　　　２．臨時従業員の当中間会計期間の平均人員を（外書）で記載しております。

　

(2）労働組合の状況

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に設備投資の増加、雇用情勢の改善など民間需要を

中心に底堅く成長を続けて参りましたが、一方で米国の高金利住宅融資(サブプライムローン)問題に端を発した金融

不安により、金融市場を取り巻く環境が大きく変化し、先行き不透感が増して参りました。

　当社を取り巻く環境といたしましては、日本国内における携帯電話の契約者数が平成20年３月現在で１億272万契約

に達しており、そのうち、第三世代携帯電話の契約者の占める割合は86.1％と前年同期の72.9％から順調に増加してお

ります。(出所：社団法人電気通信事業者協会)。これにより、高速データ通信が標準化し、３Ｇコンテンツの配信サービ

スがさらに加速するものと予想されます。

　このような環境の下、当社はコンテンツ・メディア事業において、着うたfi、着うたフルfi、電子書籍、動画コンテンツ

など３Ｇコンテンツ配信の会員数増加を目指して効果的な広告宣伝手法の実施と、その実績の検証を行ってまいりま

した。さらに、新規サイトの立ち上げによる会員数増加を目指しました。広告事業においては、モバイル広告の需要が

引き続き拡大する中、有力モバイルメディアの取扱いを増加させたことにより、収益拡大を図ってまいりました。その

他事業においては、モバイルサイト制作依頼及びモバイルサイトの運営支援サービスを順調に受注できたほか、モバ

イルサイトの公式化支援サービスのニーズ高まりを受けて、売上は順調に推移しました。

　これらを背景に、当中間会計期間における業績につきましては、売上高は1,639,294千円と順調に拡大しました。　　一

方で、コンテンツの有料会員獲得のために広告宣伝を積極的に行ったことで広告宣伝費が増加したため営業利益は

60,201千円となりました。また、株式上場に伴い上場関連の費用を発生したため、経常利益は37,159千円、中間純利益は

19,583千円となりました。

　なお、当中間会計期間が中間財務諸表作成初年度のため、前年同期との比較は行っておりません。

 

  事業部門別の業績は次の通りであります。

①コンテンツ・メディア事業

  当中間会計期間におきましては、新規の携帯電話が販売されるタイミングが一般的に12月頃であり、携帯電話の買

い替え需要が３月頃に高まる傾向にあることから、当社の注力コンテンツである「着うたフルfi」「電子書籍」の有

料会員数拡大を図るために、広告費を積極的に投入し、有料会員数を大きく増やすことを目指しました。会員獲得の主

な広告宣伝手法として、アフィリエイトサイトへの出稿を中心に行いましたが、その結果、会員獲得は出来たものの当

該会員が入会後すぐに退会してしまうという事実が判明したため、投下した広告宣伝費に見合う投資回収が見込めな

いと判断し、当該手法による会員獲得を控えることとなりました。その後、投下した広告宣伝費に見合う投資回収が可

能な広告宣伝手法の検証を行った結果、広告出稿先の提携サイトから入会した会員が継続して当社サイトの会員でい

る限り手数料を提携サイトに支払う「ライフタイムコミッション」という広告手法を確立させ、提携メディア数の拡

大を進めて参りました。

  また、ライブイベント「SAKURA JAM’08」へ協賛し、当会場に訪れたファンに、当社サイトの告知や当社サイトを

通じて出演アーティストの限定コメントを配信するなどの方法で会員獲得を進めてまいりました。さらに、当イベン

トで紹介された楽曲・映像の一部を当社サイトで先行配信、および、当該楽曲・映像コンテンツを他のコンテンツプ

ロバイダーへの卸売することで収益の拡大に努めてまいりました。また、当社サイトの既存会員が継続して当社サイ

トで楽しんでもらうために、コンテンツラインナップの拡充、および、「ベストヒット★シネマフル」「hotexpress

（ホットエキスプレス）」などの新規サイトを開設したことや「動画」コンテンツにおいては、携帯初の試みとして

「ハッスル・マニア2007ファイティング・オペラ」の動画生中継を実施するなど、第３四半期以降の収益拡大に向け

た事業基盤を構築することが出来ました。

　以上の結果、当中間会計期間におけるコンテンツ・メディア事業の売上高は912,034千円となりました。

②広告事業

　当中間会計期間におきましては、モバイル広告の需要が引続き拡大する中、当社が有力と考える広告枠を当社が仕入

れたうえで、既存広告代理店に対しての取り次ぎ関係を深める戦略の強化を継続してまいりました。さらに、新規広告

代理店に対しての取り次ぎ開始による販路の拡大、また、アフィリエイトサービスにおける大口の販売等、売上高の拡

大に向けた取り組みを行いました。

　以上の結果、当中間会計期間における広告事業の売上高は675,104千円となりました。

③その他の事業

  当中間会計期間におきましては、クライアントからのモバイルサイトやインターネットウェブページの制作依頼が

大きく増え、売上高を拡大することができました。また、モバイルサイトの公式化支援サービスの受注も順調に拡大い

たしました。携帯電話向けサービスの運営支援も行っており、以上の結果、当中間会計期間における売上高は52,155千

円となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、平成20年３月17日払込期日の公募増資な

どにより前事業年度末に比べ394,193千円増加し、635,139千円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

  なお、当中間会計期間が中間財務諸表作成初年度のため、前年同期との比較は行っておりません。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において、営業活動の結果使用した資金は223,536千円となりました。主な収入要因は仕入債務の増加

による収入123,399千円であり、主な支出要因は売上債権の増加による支出253,001千円及びコンテンツ・メディア事

業に係る権利取得のための前払費用の増加による支出122,191千円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は273,731千円となりました。主な支出要因は有価証券の取得

による支出101,186千円、敷金・保証金の差入れによる支出139,212千円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当中間会計期間において、財務活動の結果得られた資金は891,461千円となりました。主な収入要因は、公募増資や新

株予約権の行使などの株式の発行による収入817,171千円及び短期借入金の増加90,000千円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注実績

　当社は、モバイルコンテンツの企画・制作・配信及びモバイルまたはインターネット広告の企画及び販売を主体

とする会社であり、生産設備を保有しておりません。したがって、生産実績は記載しておりません。

　また、当社は受注生産を行っていないため、受注状況の記載はしておりません。

(2) 販売実績

　当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当中間会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

コンテンツ・メディア事業（千円） 912,034 －

広告事業　　　　　　　　（千円） 675,104 －

その他の事業　　　　　　（千円） 52,155 －

合計（千円） 1,639,294 －

　（注）１．当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

相手先

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

販売高
（千円）

割合
（％）

株式会社セプテーニ 313,568 19.1

ＫＤＤＩ株式会社　 287,249 17.5

ソフトバンクモバイル株式会社 282,685 17.2

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 206,257 12.6

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当中間会計期間が中間財務諸表作成初年度のため、前年同期との比較は行っておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の締結等はありません。

５【研究開発活動】

　該当する事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、業容拡大に伴い、本社事務所の拡張を実施しております。

　当中間会計期間における主要な設備の状況は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物
工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

その他　 合計

　本社

（東京都新宿区）　
　本社設備 30,327 29,250 41,363 79,382 180,322

40

(20)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、敷金であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．本社オフィスの建物は賃借しております。

３．現在休止中の設備はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。ま

た、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000

計 200,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,615 28,645
東京証券取引所

（マザーズ）
 　　 －

計 28,615 28,645 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

①　平成17年９月20日発行の第１回新株予約権（平成17年７月５日臨時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 108 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 108（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成24年７月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に行

使価額を調整する。

２．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の数を減じております。

３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれか

の地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、その割り当て数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満

の行使はできないものとする。

(3) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．新株予約権の譲渡は認められないものとする。但し、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。

②　平成17年９月20日発行の第２回新株予約権（平成17年７月５日臨時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 20 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成24年７月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。
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既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に行

使価額を調整する。

２．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれか

の地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、その割り当て数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満

の行使はできないものとする。

(3) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

３．新株予約権の譲渡は認められないものとする。但し、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。
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③　平成17年９月20日発行の第３回新株予約権（平成17年７月５日臨時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 30 －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 －

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30 －

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）１ －

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成24年７月31日まで
－

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　50,000

資本組入額　　25,000
－

新株予約権の行使の条件 （注）２ －

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ －

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に行

使価額を調整する。

２．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、その割り当て数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満

の行使はできないものとする。

(2) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。

(3) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

３．新株予約権の譲渡は認められないものとする。但し、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。
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④　平成18年４月17日発行の第４回新株予約権（平成18年３月８日臨時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 1,070 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,070（注）２ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　100,000

資本組入額　　 50,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に行

使価額を調整する。

２．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の数を減じております。

３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれか

の地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、その割り当て数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満

の行使はできないものとする。

(3) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。
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(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．新株予約権の譲渡、相続は認められないものとする。但し、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの

限りではない。

⑤　平成18年４月17日発行の第５回新株予約権（平成18年３月８日臨時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 50  同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　100,000

資本組入額　　 50,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に行

使価額を調整する。

２．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会社又は関連会社の取締役、監査役又は従業員いずれか

の地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、その割り当て数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満

の行使はできないものとする。

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

半期報告書

14/45



(3) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。

(4) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

３．新株予約権の譲渡、相続は認められないものとする。但し、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの

限りではない。

⑥　平成18年４月17日発行の第６回新株予約権（平成18年３月８日臨時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 10 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年４月１日から

平成25年３月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　100,000

資本組入額　　 50,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．新株予約権発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当

たり処分金額」と読み替えるものとする。

(3) 当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割若しくは吸

収分割を行う場合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合、合理的な範囲で適切に行

使価額を調整する。

２．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、その割り当て数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満

の行使はできないものとする。
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(2) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。

(3) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

３．新株予約権の譲渡、相続は認められないものとする。但し、取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの

限りではない。

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

⑦　平成19年１月16日発行の第７回新株予約権（平成18年12月15日定時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 417 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 417（注）１、３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年１月17日から

平成25年12月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　200,000

資本組入額　　100,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６ 同左

　（注）１．決議日後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による1株未満の端数

は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範

囲で付与株式数を調整する。

２．決議日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行又は自己

株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定に基づく自己株式の売渡し又は当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と読
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み替えるものとする。

(3) 上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で行

使価額を調整する。

３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の数を減じております。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員

のいずれかの地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理

由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

(3) 新株予約権者は、その割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行

使はできないものとする。

(4) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。

(5) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

６．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残

存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記の行使価額を組織再編行為の条件等

を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に上記（3）に従って決定される各新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

に定める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

上記４．に準じて決定する。
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(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は

切り上げる。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(9) 新株予約権の取得条項

①新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有

しなくなった場合、当社は、その新株予約権を無償で取得することができる。

②以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社

は、取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得することができる。

ⅰ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ⅱ　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

ⅲ　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

⑧　平成19年１月16日発行の第８回新株予約権（平成18年12月15日定時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 10 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10（注）１  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年１月17日から

平成25年12月31日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　200,000

資本組入額　　100,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ 同左

　（注）１．決議日後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の端数

は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範

囲で付与株式数を調整する。

２．決議日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1) 当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2) 当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行又は自己

株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定に基づく自己株式の売渡し又は当社普通株式の交付を請求で
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きる新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と読

み替えるものとする。

(3) 上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で行

使価額を調整する。

３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員

のいずれかの地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理

由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

(3) 新株予約権者は、その割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行

使はできないものとする。

(4) 当社普通株式に係る株券がいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きる。

(5) その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残

存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記の行使価額を組織再編行為の条件等

を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に上記（3）に従って決定される各新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

に定める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。
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(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は

切り上げる。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(9) 新株予約権の取得条項

①新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有

しなくなった場合、当社は、その新株予約権を無償で取得することができる。

②以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社

は、取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得することができる。

ⅰ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ⅱ　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

ⅲ　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

⑨　平成20年１月16日発行の第９回新株予約権（平成19年12月18日定時株主総会決議）

区分
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 75 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 75（注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000（注）２ 200,000（注）２

新株予約権の行使期間
平成22年１月17日から

平成27年１月31日まで

平成22年１月17日から

平成27年１月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　200,000

資本組入額　　100,000

発行価格　　　200,000

資本組入額　　100,000

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ （注）４

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５ （注）５

　（注）１．決議日後、当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記

載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の端数

は切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範

囲で付与株式数を調整する。

２．決議日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

(1）当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2）当社が時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの上場金融商品取引所に上場される前において

は、その時点における調整前行使価額を時価とみなす。）を下回る価額で、当社普通株式につき新株式の発行

又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定に基づく自己株式の売渡し又は当社普通株式の交付
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を請求できる新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未

満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」と読

み替えるものとする。

(3）上記（1）及び（2）のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な範囲で行

使価額を調整する。

３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1）新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員

のいずれかの地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の退任又は退職後の権利行使につき正当な理

由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

(2）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

(3）新株予約権者は、その割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の

行使はできないものとする。

(4）当社普通株式に係る株券がいずれかの上場金融商品取引所に上場された場合に限り、本新株予約権を行使す

ることができる。

(5）その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議による承認を要する。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残

存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を

以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記の行使価額を組織再編行為の条件等

を勘案の上調整して得られる再編後行使価額に上記（3）に従って決定される各新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

上記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

に定める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

(6）新株予約権の行使の条件

上記３．に準じて決定する。
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(7）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は

切り上げる。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(9）新株予約権の取得条項

①新株予約権者が当社、当社の子会社又は当社の関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位も有

しなくなった場合、当社は、その新株予約権を無償で取得することができる。

②以下の議案が株主総会で決議された場合（株主総会が不要の場合は、取締役会で決議された場合）、当社

は、取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得することができる。

ⅰ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ⅱ　当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画承認の議案

ⅲ　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年３月17日

(注)１　　
5,000 27,768 391,000 531,000 391,000 575,921

平成19年10月１日～

平成20年３月31日

(注)２

847 28,615 21,175 552,175 21,175 597,096

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　発行価格　　　　　　　　 170,000円

　引受価額　　　　　　　　 156,400円

　資本組入額　　　　　　　　78,200円

　払込金総額　　　　　　 782,000千円

　　　　２．新株予約権の行使による増加であります。

　　　　３．平成20年４月１日から平成20年５月31日までに、新株予約権の行使により、発行済株式総数が30株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ750千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社セプテーニ・ホー

ルディングス
東京都新宿区大京町24番地 15,738 54.99

 小林　靖弘 東京都渋谷区 4,520 15.79

 日本証券金融株式会社（業

務口）

東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号

 
784 2.74

 大阪証券金融株式会社（業

務口）
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 603 2.10

 兼松グランクス株式会社 東京都新宿区大久保２丁目４番12号 600 2.09

 みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町４番３号 400 1.39

 株式会社アサツーディ・ケ

イ
東京都中央区築地１丁目13番１号 300 1.04

 峯岸　幸久 東京都大田区 235 0.82

 田島　満 東京都港区 205 0.71

 藤原　慶太 さいたま市南区 160 0.55

計 － 23,545 82.22

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　28,615 28,615 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 28,615 － －

総株主の議決権 － 28,615 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） － － － － － 275,000

最低（円） － － － － － 180,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

なお、平成20年３月18日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。

３【役員の状況】

　有価証券届出書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　（1）新任役員

　　　 該当事項はありません。

　（2）退任役員

　　　 該当事項はありません。

　（3）役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役　モバイル事業統括本部長

兼コンテンツ・メディア事業部長

取締役　メディア・コンテンツ事業部

長　
　田島　満 平成20年４月１日

取締役　経営戦略本部長

兼経営管理部長　
取締役　経営管理部長　 　峯岸　幸久 平成20年４月１日

取締役　モバイル事業統括本部

広告事業部長　
取締役　広告事業部長　 　髙村　夏樹 平成20年４月１日
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３

月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
当中間会計期間末

（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  635,139   240,946  

２．売掛金 　  658,389   405,387  

３．有価証券 　  101,195   －  

４．商品 　  916   240  

５．その他 ※２  115,882   113,479  

６．貸倒引当金 　  △2,681   △1,316  

流動資産合計 　  1,508,842 77.5  758,737 81.9

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 ※１  59,577 3.1  48,455 5.2

２．無形固定資産 　  50,763 2.6  45,432 4.9

３．投資その他の資産 　       

(1）長期前払費用 　  140,208   23,485  

(2）敷金保証金 　  179,697   40,485  

(3）その他 　  7,516   10,374  

投資その他の資産合計 　  327,422 16.8  74,344 8.0

固定資産合計 　  437,762 22.5  168,233 18.1

資産合計 　  1,946,605 100.0  926,970 100.0
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当中間会計期間末

（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年９月30日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  381,019   257,619  

２．短期借入金 ※３　  155,000   65,000  

３．未払法人税等 　  13,174   54,366  

４．その他 　  62,174   42,971  

流動負債合計 　  611,368 31.4  419,957 45.3

負債合計 　  611,368 31.4  419,957 45.3

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

　１. 資本金 　  552,175 28.3  140,000 15.1

　２．資本剰余金 　       

（１）資本準備金 　 597,096   184,921   

資本剰余金合計 　  597,096 30.7  184,921 20.0

　３．利益剰余金 　       

（１）利益準備金 　 396   396   

（２）その他利益剰余金 　       

　　　繰越利益剰余金 　 185,569   181,695   

　利益剰余金合計 　  185,965 9.6  182,091 19.6

　　　　株主資本合計 　  1,335,237 68.6  507,013 54.7

純資産合計 　  1,335,237 68.6  507,013 54.7

負債純資産合計 　  1,946,605 100.0  926,970 100.0

        

EDINET提出書類

アクセルマーク株式会社(E05707)

半期報告書

27/45



②【中間損益計算書】

　 　
当中間会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,639,294 100.0  2,024,482 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,155,062 70.5  1,348,507 66.6

売上総利益 　  484,232 29.5  675,974 33.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  424,031 25.8  488,026 24.1

営業利益 　  60,201 3.7  187,947 9.3

Ⅳ　営業外収益 　       

 　１．受取利息 　 307   504   

 　２．その他 　 40 348 0.0 49 553 0.0

Ⅴ　営業外費用 　       

 　１．支払利息 　 660   412   

 　２．株式交付費 　 7,178   135   

 　３．株式上場関連費 　 4,923   －   

 　４．上場準備費用 　 10,628   4,850   

 　５．その他 　 － 23,390 1.4 306 5,703 0.3

経常利益 　  37,159 2.3  182,797 9.0

Ⅵ　特別利益 　  － －  4,300 0.2

Ⅶ　特別損失
※２、
 ３ 

 － －  7,478 0.3

税引前中間（当期）純
利益

　  37,159 2.3  179,618 8.9

法人税、住民税及び事業
税

　 11,086   72,393   

法人税等調整額 　 6,489 17,575 1.1 2,476 74,869 3.7

中間（当期）純利益 　  19,583 1.2  104,748 5.2
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③【中間株主資本等変動計算書】

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 繰越利益
剰余金

平成19年９月30日残高（千円） 140,000 184,921 184,921 396 181,695 182,091 507,013 507,013

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 412,175 412,175 412,175    824,350 824,350

剰余金の配当     △15,709 △15,709 △15,709 △15,709

中間純利益     19,583 19,583 19,583 19,583

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

412,175 412,175 412,175 － 3,873 3,873 828,223 828,223

平成20年３月31日残高（千円） 552,175 597,096 597,096 396 185,569 185,965 1,335,237 1,335,237

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 繰越利益
剰余金

平成18年９月30日残高（千円） 125,000 169,921 169,921 396 86,333 86,729 381,651 381,651

事業年度中の変動額         

新株の発行 15,000 15,000 15,000    30,000 30,000

剰余金の配当     △9,386 △9,386 △9,386 △9,386

当期純利益     104,748 104,748 104,748 104,748

事業年度中の変動額合計（千円） 15,000 15,000 15,000 － 95,361 95,361 125,361 125,361

平成19年９月30日残高（千円） 140,000 184,921 184,921 396 181,695 182,091 507,013 507,013
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

　 　
当中間会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

　   

税引前中間（当期）純
利益

　 37,159 179,618

減価償却費 　 16,519 25,954

貸倒引当金の増加額 　 1,365 1,316

株式交付費 　 7,178 135

受取利息及び受取配当
金

　 △307 △504

支払利息 　 660 412

売上債権の増加額 　 △253,001 △157,785

たな卸資産の増加額 　 △676 △240

前払費用の増加額 　 △122,191 △89,587

仕入債務の増加額 　 123,399 77,307

未払消費税等の増加額
(△は減少額） 　 △11,166 7,063

その他 　 30,704 △8,721

小計 　 △170,356 34,966

利息及び配当金の受取
額

　 307 504

利息の支払額 　 △775 △446

法人税等の支払額 　 △52,712 △48,243

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △223,536 △13,219
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当中間会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

　   

有価証券の取得による
支出

　 △101,186 －

有形固定資産の取得に
よる支出

　 △20,300 △23,137

無形固定資産の取得に
よる支出

　 △12,585 △25,385

保険積立金の支出 　 △446 △893

敷金・保証金の差入れ
による支出

　 △139,212 △5,483

その他 　 － 4,300

投資活動による
キャッシュ・フロー 　 △273,731 △50,599

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

　   

短期借入金の純増減額 　 90,000 60,000

株式の発行による収入 　 817,171 29,865

配当金の支払額 　 △15,709 △9,386

その他 　 － △3,905

財務活動による
キャッシュ・フロー

　 891,461 76,573

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加
額

　 394,193 12,754

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 240,946 228,191

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高

 ※ 635,139 240,946
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
当中間会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

   売買目的有価証券

　　 時価法（売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

 (2) 商品

 　移動平均法による原価法によっておりま

す。

(1）有価証券

　　　　――――――

　

 (2) 商品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　 定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数については下記のと

おりであります。

建　　　　　　物：６年～18年

工具器具及び備品：２年～15年

(1）有形固定資産

同左

　

　

　 　

　なお、法人税法の改正に伴い、前事業年度

より、平成19年４月１日以降取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却方法に変更しております。こ

れによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より

平成19年４月１日以降取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却方法に変更しております。これに

よる損益に与える影響は軽微であります。

　 (2）無形固定資産

  定額法

　　ソフトウェアについては、当社の利用可

能期間（３～５年）に基づいておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

　 (3）長期前払費用

  均等償却によっております。

　ただし、配信権については、販売数量に基

づく償却額と契約期間に基づく均等額と

を比較し、いずれか大きい額を償却してお

ります。

(3）長期前払費用

　 均等償却によっております。

３．引当金の計上基準 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

４．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度末
（平成19年９月30日）

 ※１．有形固定資産の減価償却累計額  ※１．有形固定資産の減価償却累計額

 32,380千円  22,591千円

 ※２．消費税等の取扱い  ※２．消費税等の取扱い

 　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、流動

資産の「その他」に含めて表示しております。

 ――――――

 ※３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当中間会計期間末の借入未実行の残

高は次のとおりであります。

 ※３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引　

　　　銀行３行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行の残高

は次のとおりであります。 

 当座貸越極度額 500,000千円 

 借入実行残高 155,000千円 

 差引額 345,000千円 

 当座貸越極度額 400,000千円 

 借入実行残高 65,000千円 

 差引額 335,000千円 

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額

 　　有形固定資産　　9,788千円 　　 有形固定資産　　13,836千円

 　　無形固定資産　　6,730千円 　　 無形固定資産　　12,117千円

 ※２．　　　　　  ──────  ※２．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　  　　　工具器具及び備品　　　　563千円

 ※３．　　　　　　──────  ※３．減損損失

　 　　　 当事業年度において当社は以下のとおり減損損失を

計上いたしました。

 
場所 用途 種類 

減損損失

(千円)

 　本社

　(東京都新宿区）
　自社利用 　ソフトウェア 6,915　　 

　  　　　当社は、管理会計上の区分を考慮して資産グループを

決定し、減損損失の認識を行っております。

　 　　　 携帯サイトのシステム開発費をソフトウェアとして

計上し、当該ソフトウェア取得後の粗利益段階での

黒字化を目指して経営努力をしておりましたが、今

後の収益の獲得が困難と判断されるため、帳簿価額

全額を減額し、当該減少額を減損損失（6,915千円）

として特別損失に計上いたしました。

　  　　　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によ

り測定しており、使用価値については当該資産の全

額を減額したため、割引率の算定はしておりません。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数
（株）

当中間会計期間
増加株式数
（株）

当中間会計期間
減少株式数
（株）

当中間会計期間末
株式数
（株）

発行済株式     

　　普通株式　　（注） 22,768 5,847 － 28,615

　　　　合計 22,768 5,847 － 28,615

自己株式 － － － －

　（注）　普通株式の発行済株式総数の増加のうち、5,000株については平成20年３月17日払込期日の公募増資に伴う新株発

行によるものであり、847株については新株予約権の行使に伴う新株発行によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間会
計期間末
残高
（千円）

前事業年
度末

当中間会
計期間増
加

当中間会
計期間減
少

当中間会
計期間末

提出会社
ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － －

　（注）　新株予約権のうち、ストック・オプションについては、「（ストック・オプション等関係）」に記載しておりま

す。

３．配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月18日

定時株主総会
普通株式 15,709 690 平成19年９月30日 平成19年12月19日

②　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

 　　　　　 該当事項はありません。
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前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末
株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

発行済株式     

　　普通株式　　（注） 22,618 150 － 22,768

　　　　合計 22,618 150 － 22,768

自己株式 － － － －

　（注）　普通株式の発行済株式の増加150株は、第三者割当増資に伴う新株発行による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年
度末残高
（千円）

前事業年
度末

当事業年
度増加

当事業年
度減少

当事業年
度末

提出会社
ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － －

合計 － － － － － －

　（注）　新株予約権のうち、ストック・オプションについては、「（ストック・オプション等関係）」に記載しておりま

す。

３．配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月15日

定時株主総会
普通株式 9,386 415 平成18年９月30日 平成18年12月16日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が事業年度末後となるもの

決議 株式の種類
配当金
の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月18日

定時株主総会
普通株式 15,709 利益剰余金 690

平成19年

９月30日

平成19年

12月19日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間会計期間末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 635,139千円

　現金及び現金同等物 635,139千円

現金及び預金 240,946千円

　現金及び現金同等物 240,946千円

（リース取引関係）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

  内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額な

リース取引のため、記載を省略しております。

 同左

（デリバティブ取引関係）

当中間会計期間末（平成20年３月31日現在）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

前事業年度（平成19年９月30日現在）

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名

 　 当社はストック・オプションの付与日現在において、非上場のため、当該ストック・オプションは単位当たり

の本源的価値の見積もりによって算定しており、付与時における本源的価値合計が零のため、費用は計上して

おりません。

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容

　 平成20年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員　17名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　77株

付与日 平成20年１月16日

権利確定条件

いずれかの証券取引所に上場された場合に限る。

新株予約権者は、権利行使時においても、当社、当社子会

社または関連会社の取締役、監査役または従業員いずれ

かの地位にあることを要する。ただし、新株予約権者の

退任又は退職後の権利行使につき正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

対象勤務期間 平成20年１月16日から平成22年１月16日まで

権利行使期間 平成22年１月17日から平成27年１月31日まで

権利行使価格（円） 　　　　　　　　　　　　　　　200,000

付与日における公正な評価単価（円）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―
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　      前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

 　 当社はストック・オプションの付与日現在において、非上場のため、当該ストック・オプションは単位当たり

の本源的価値の見積もりによって算定しており、付与時における本源的価値合計が零のため、費用は計上して

おりません。

　

２．当事業年度において存在したストック・オプションの内容

　
平成17年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役　２名

 当社の従業員　23名
当社の監査役　１名 社外協力者　１名

株式の種類別のストック・

オプションの数
普通株式　1,220株 普通株式　50株 普通株式　30株

付与日 平成17年９月20日 平成17年９月20日 平成17年９月20日

権利確定条件

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。

新株予約権者は、権利行使

時においても、当社、当社子

会社または関連会社の取締

役、監査役または従業員い

ずれかの地位にあることを

要する。ただし、新株予約権

者の退任又は退職後の権利

行使につき正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。 

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。

新株予約権者は、権利行使

時においても、当社、当社子

会社または関連会社の取締

役、監査役または従業員い

ずれかの地位にあることを

要する。ただし、新株予約権

者の退任又は退職後の権利

行使につき正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。 

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。 

対象勤務期間
平成17年９月20日から 

 平成19年７月31日まで

平成17年９月20日から 

 平成19年７月31日まで

平成17年９月20日から 

 平成19年７月31日まで

権利行使期間
平成19年８月１日から 

 平成24年７月31日まで

平成19年８月１日から 

 平成24年７月31日まで

平成19年８月１日から 

 平成24年７月31日まで
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平成18年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役　４名

 当社の従業員　22名
当社の監査役　１名 社外協力者　１名

株式の種類別のストック・

オプションの数
普通株式　1,440株 普通株式　50株 普通株式　10株

付与日 平成18年４月17日 平成18年４月17日 平成18年４月17日

権利確定条件

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。

新株予約権者は、権利行使

時においても、当社、当社子

会社または関連会社の取締

役、監査役または従業員い

ずれかの地位にあることを

要する。ただし、新株予約権

者の退任又は退職後の権利

行使につき正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。 

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。

新株予約権者は、権利行使

時においても、当社、当社子

会社または関連会社の取締

役、監査役または従業員い

ずれかの地位にあることを

要する。ただし、新株予約権

者の退任又は退職後の権利

行使につき正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。 

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。 

対象勤務期間
平成18年４月17日から 

 平成20年３月31日まで

平成18年４月17日から 

 平成20年３月31日まで

平成18年４月17日から 

 平成20年３月31日まで

権利行使期間
平成20年４月１日から 

 平成25年３月31日まで

平成20年４月１日から 

 平成25年３月31日まで

平成20年４月１日から 

 平成25年３月31日まで

　
平成19年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役　３名

 当社の従業員　25名
当社の監査役　１名

株式の種類別のストック・

オプションの数
普通株式　490株 普通株式　10株

付与日 平成19年１月16日 平成19年１月16日

権利確定条件

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。

新株予約権者は、権利行使

時においても、当社、当社子

会社または関連会社の取締

役、監査役または従業員い

ずれかの地位にあることを

要する。ただし、新株予約権

者の退任又は退職後の権利

行使につき正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。 

いずれかの証券取引所に上

場された場合に限る。

新株予約権者は、権利行使

時においても、当社、当社子

会社または関連会社の取締

役、監査役または従業員い

ずれかの地位にあることを

要する。ただし、新株予約権

者の退任又は退職後の権利

行使につき正当な理由があ

ると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。 

対象勤務期間
平成19年１月17日から 

 平成21年１月16日まで

平成19年１月17日から 

 平成21年１月16日まで

権利行使期間
平成21年１月17日から 

 平成25年12月31日まで

平成21年１月17日から 

 平成25年12月31日まで

 (注) 株式数に換算して記載しております。
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（持分法損益等）

当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

当社は、関連会社が存在しないため、該当事項はありません。

前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

当社は、関連会社が存在しないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額 46,662.14円

１株当たり中間純利益金額 845.04円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
 844.72円

１株当たり純資産額 22,268.67円

１株当たり当期純利益金額 4,607.77円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であるため、期中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度末
（平成19年９月30日）

純資産の部の合計額(千円) 1,335,237 507,013

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産

額(千円)
1,335,237 507,013

普通株式の発行済株式数(株) 28,615 22,768

普通株式の自己株式数(株) － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末（期末）の普通株式の数(株)
28,615 22,768

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

中間（当期）純利益（千円） 19,583 104,748

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
19,583 104,748

期中平均株式数（株） 23,175 22,733
   

 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
  

 　中間（当期）純利益調整額（千円） － －

 　普通株式増加数（株） 9 －

 　　（うち新株予約権） 　　　　　　　  （9）　　 （－）　　  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益の金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権（新株予約権の数1,632

個）。詳細は「第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況(2) 新株予約権

等の状況」に記載のとおりであり

ます。 

新株予約権（新株予約権の数2,705

個）。詳細は「第４　提出会社の状

況　１　株式等の状況(2) 新株予約権

等の状況」に記載のとおりであり

ます。
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（重要な後発事象）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．営業の譲受

　　 平成20年４月14日開催の取締役会において、平成20年

10月１日をもって株式会社テレマーケティングジャパ

ン（以下、「ＴＭＪ」という。）より携帯コンテンツ事

業に関する営業を譲り受けることを決議いたしまし

た。

　（1）譲受の目的　

  当社は、各移動体通信事業者（以下、「通信キャリ

ア」という。）が提供するメニューサービスにおいて

モバイルサイトを運営するコンテンツ・メディア事業

を展開しておりますが、同事業の更なる業容拡大を図

るため、ＴＭＪより携帯コンテンツ事業に関する営業

を譲り受けるものであります。

　（2）譲り受ける事業の内容

  ＴＭＪが通信キャリアの提供するメニューサービス

において運営するモバイルサイトに関する営業

　（3）譲受の内容

  ①譲受価額　120,000千円

  ②譲り受ける資産・負債の項目

    のれんの譲受のため、該当項目はありません。

　（4）重要な特約等

  本事業譲渡の実行は、以下の条件を充足させること

と、もしくは、その条件の充足の見込みがあると双方が

合意していることを条件とします。

　   ①ＴＭＪが契約するすべての通信キャリアについて、

同社から当社への契約上の地位の承継について承

認を得ていること。

　   ②当該事業譲渡に関連するモバイルサイトのユー

ザーに対し、本件の利用契約の契約上の地位の承

継に必要な手続きがすべて完了していること。

１．ストック・オプションの発行

平成19年12月18日開催の定時株主総会及び平成20年

１月15日開催の取締役会の決議に基づき、平成20年１月

16日付で当社従業員に対して、会社法第236条、第238条

及び第239条の規定に基づき新株予約権の付与（ストッ

ク・オプション）をいたしております。 

  当該ストック・オプションにつきまして、「ストック

・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第

８号）及び「ストック・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号）の適

用による損益の影響はありません。

（1）発行株式数　　普通株式　77株

（2）発行価格　　　１株につき200,000円

（3）発行総額　　　15,400千円

（4）付与対象者　　当社従業員17名

（5）権利行使期間　平成22年１月17日から平成27年１

　　　　 　　　　　月31日まで

  

（２）【その他】

該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類

　平成20年２月15日関東財務局長に提出。

(2）有価証券届出書の訂正届出書

　平成20年２月29日及び平成20年３月10日関東財務局長に提出。

      平成20年２月15日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

    平成20年６月10日

アクセルマーク株式会社     

取締役会　御中     

      

   新日本監査法人

      

   
指定社員

業務執行社員
公認会計士 斉藤　浩史　　印

      

   
指定社員

業務執行社員
公認会計士 岡本　和巳　　印

      

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
るアクセルマーク株式会社の平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第16期事業年度の中間会計期間（平成19年
10月１日から平成20年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等
変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ
り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アクセルマーク株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年10

月１日から平成20年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。
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